
亀 山 市 告 示 第 ５ ２ 号  

建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 施 行 規 則 の 一 部

を 改 正 す る 省 令 （ 令 和 元 年 国 土 交 通 省 令 第 ４ ３ 号 ） 及 び 建 築 物 エ ネ

ル ギ ー 消 費 性 能 基 準 等 を 定 め る 省 令 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 令 和 元

年 経 済 産 業 省 ・ 国 土 交 通 省 令 第 ３ 号 ） の 施 行 に 伴 い 、 平 成 ２ ９ 年 亀

山 市 告 示 第 ７ ６ 号 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

  令 和 ２ 年 ３ 月 ３ ０ 日  

亀 山 市 長  櫻  井  義  之  

 

 「 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ２ ７ 年

法 律 第 ５ ３ 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 ２ 条 第 ３ 号 に 規 定 す る 建 築

物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 基 準 （ 以 下 単 に 「 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能

基 準 」 と い う 。 ） 及 び 法 第 ３ ０ 条 第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 基 準 に 適 合 し

て い る か ど う か の 審 査 を 行 う 機 関 」 を 「 亀 山 市 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー

消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 施 行 規 則 （ 平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ２ ８ 日 亀 山

市 規 則 第 ４ 号 ） 第 ４ 条 及 び 第 １ ３ 条 に 規 定 す る 市 長 が 別 に 定 め る 機

関 」 に 、 「 規 定 す る 法 」 を 「 規 定 す る 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能

の 向 上 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ２ ７ 年 法 律 第 ５ ３ 条 。 以 下 「 法 」 と い

う 。 ） 」 に 改 め る 。  

 第 １ 中 「 申 請 に 係 る 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 向 上 計 画 が 法 ３ ０

条 第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 基 準 に 適 合 し て い る か ど う か の 審 査 を 行 う 」

を 「 法 第 ２ 条 第 ３ 号 に 規 定 す る 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 基 準 （ 以

下 単 に 「 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 基 準 」 と い う 。 ） 及 び 法 第 ３ ０

条 第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 基 準 の 適 合 性 を 審 査 す る 」 に 改 め 、 「 認 定 対

象 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 」 を 削 る 。  

第 １ の １ 中 「 一 戸 建 て の 住 宅 又 は 共 同 住 宅 等 若 し く は 複 合 建 築 物

の 住 戸 部 分 が 認 定 対 象 の 場 合  住 宅 」 を 「 住 宅 」 に 改 め 、 第 １ の ２

を 次 の よ う に 改 め る 。  

２  法 第 １ ５ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 登 録 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 判

定 機 関 （ 以 下 単 に 「 登 録 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 判 定 機 関 」 と



い う 。 ）  

 第 ２ 中 「 掲 げ る 認 定 対 象 」 を 「 掲 げ る 場 合 」 に 改 め 、 第 ２ の １ 中  

「 住 戸 部 分 が 認 定 対 象 の 」 を 「 住 戸 の 部 分 の み を 評 価 す る 」 に 改 め 、

第 ２ の ２ 中 「 認 定 対 象 が 」 を 削 り 、 「 認 定 対 象 の 」 を 「 評 価 対 象 の 」  

に 、 「 （ １ ） を 除 く 」 を 「 （ ３ ） と す る 」 に 改 め 、 第 ２ の ２ （ １ ）

中 「 第 １ の ２ （ １ ） に 該 当 す る 登 録 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 判 定

機 関 」 を 「 登 録 住 宅 性 能 評 価 機 関 」 に 改 め 、 第 ２ の ２ （ ２ ） 中 「 第

１ の ２ （ ２ ） に 該 当 す る 指 定 確 認 検 査 機 関 で あ り 、 か つ 、 登 録 住 宅

性 能 評 価 機 関 」 を 「 登 録 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 判 定 機 関 」 に 改

め 、 第 ２ の ２ （ ３ ） 中 「 第 １ の ２ （ ３ ） に 該 当 す る 登 録 建 築 物 エ ネ

ル ギ ー 消 費 性 能 判 定 機 関 で あ り 、 か つ 、 登 録 住 宅 性 能 評 価 機 関 」 を

「 登 録 住 宅 性 能 評 価 機 関 で あ り 、 か つ 、 登 録 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費

性 能 判 定 機 関 で あ る 機 関 」 に 改 め る 。  

 第 ３ 中 「 申 請 」 を 「 場 合 」 に 改 め 、 第 ３ の １ 中 「 若 し く は 複 合 建

築 物 の 住 戸 部 分 が 認 定 対 象 」 を 削 り 、 第 ３ の ２ 中 「 全 体 が 認 定 対 象

の 」 を 削 り 、 第 ３ の ２ （ １ ） 中 「 第 １ の ２ （ １ ） に 該 当 す る 」 及 び

「 法 第 ２ 条 第 ３ 号 に 規 定 す る 」 を 削 り 、 第 ３ の ２ （ ２ ） を 削 り 、 第

３ の ２ （ ３ ） 中 「 第 １ の ２ （ ３ ） に 該 当 す る 登 録 建 築 物 エ ネ ル ギ ー

消 費 性 能 判 定 機 関 で あ り 、 か つ 、 登 録 住 宅 性 能 評 価 機 関 」 を 「 登 録

住 宅 性 能 評 価 機 関 で あ り 、 か つ 、 登 録 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 判  

定 機 関 で あ る 機 関 」 に 改 め 、 第 ３ の ２ （ ３ ） を 第 ３ の ２ （ ２ ） と し 、  

第 ３ の ２ （ ４ ） を 第 ３ の ２ （ ３ ） と し 、 第 ３ の ２ （ ５ ） を 第 ３ の ２

（ ４ ） と す る 。  

第 ５ の １ 中 「 又 は 共 同 住 宅 等 若 し く は 」 を 「 、 共 同 住 宅 等 又 は 」

に 、 「 第 １ 条 第 １ 項 第 ２ 号 イ （ ３ ） 及 び ロ （ ３ ） 」 を 「 第 １ 条 第 １  

項 第 ２ 号 イ （ ２ ） 、 同 号 イ （ ３ ） 、 同 号 ロ （ ２ ） 及 び 同 号 ロ （ ３ ） 」  

に 改 め る 。  

   附  則  

 （ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 告 示 は 、 公 表 の 日 か ら 施 行 す る 。  



 （ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 告 示 の 施 行 前 に 、 こ の 告 示 に よ る 改 正 前 の 平 成 ２ ９ 年 亀 山

市 告 示 第 ７ ６ 号 第 １ の ２ （ ２ ） の 機 関 が 発 行 し た 適 合 証 は 、 令 和

２ 年 ９ 月 ３ ０ 日 ま で の 間 は 、 な お 効 力 を 有 す る 。  


